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令和７年(2025 年)８月５日 
経済部労働政策局雇用労政課 

 
「第２期北海道雇用・人材対策基本計画」では、就業や求人・求職の状況などの雇用情勢等について点検評価

を行うこととしており、今般、令和６年分を取りまとめた。  

１ 就業者等の状況 
 
(1)就業者等の状況 

 R6 前年比増減 
15 歳以上人口 455 万人 ▲3 万人 
就 業 者 数 265 万人 ＋1万人 
完全失業者数 7 万人 ▲1 万人 
就 業 率 58.2％ +0.6pt 
完全失業率 2.6％ ▲0.2pt 

令和６年の 15 歳以上人口は 455 万人と、前年に比べ 3 万人減少し

たものの、就業者数は 265 万人と前年に比べ１万人増加し、完全失業者

数は７万人と、前年に比べ１万人減少した。 

就業率は 58.2％と、前年に比べ 0.6 ポイント上昇したものの、全国平

均（61.7％）よりも低くなっており、完全失業率は 2.6％と、前年に比べ

0.2 ポイント低下したものの、全国平均（2.5％）よりも高くなっている。 
 
(2)男性の就業状況 

 R6 前年比増減 
就 業 率 67.3％ ＋0.2pt 
完全失業率 2.8％ ▲0.1pt 

男性の就業率は 67.3%と、前年に比べ 0.2 ポイント上昇したものの、全
国平均（69.6％）よりも低くなっており、完全失業率は 2.8％と、前年に比
べ 0.1 ポイント低下したものの、全国平均（2.7％）よりも高くなっている。 

 
 
(3)女性の就業状況 

 R6 前年比増減 
就 業 率 50.1％ +0.9pt 
完全失業率 2.4％ ▲0.3pt 

女性の就業率は 50.1％と、前年に比べ 0.9 ポイント上昇したものの、全
国平均（54.2％）よりも低くなっており、完全失業率は 2.4％と、前年に比
べ 0.3 ポイント低下し、全国平均と同数になった。 
 

 

２ 求人・求職の状況 
 
(1)有効求人倍率の状況 

 R6 年度 前年比増減 

月間有効求職者数 8.4 万人 ▲0.1 万人 

月間有効求人数 7.9 万人 ▲0.6 万人 

有 効 求 人 倍 率 0.94 倍 ▲0.06pt 

令和６年度の月間有効求人数は 7.9 万人と、前年に比べ 0.6

万人減少した。また、有効求人倍率は、0.94 倍と、前年度に比べ

0.06 ポイント低下している。 

 

 

(2)職種別有効求人倍率の状況 

職種別の有効求人倍率を 5 年前と比較すると、職

種合計では、令和元年度（1.19％）よりも低くなって

おり、半数以上の職種で低下している。特に、「農林漁

業」や「保安」では、5 年前から 0.60 ポイント以上低下

している。 

また、「事務」や「軽作業」では、引き続き１倍を下回

るなど、職種によって求人倍率に偏りが見られ、求人・求

職のミスマッチが起こっている。 

 

 

(3)地域別の求人・求職の状況 

地 域 札幌圏 道央(札幌除)圏 道南圏 道北圏 ｵﾎｰﾂｸ圏 十勝圏 釧路･根室圏 

有効求人倍率 0.97 倍 1.13 倍 0.81 倍 1.05 倍 1.15 倍 0.99 倍 1.31 倍 

 

道内の地域別の有効求人倍率は、道南圏で全道平均（0.94 倍）よりも低くなっている一方、その他の圏域では、全

道平均よりも高くなっており、地域によって差が見られる。 

（出典：総務省「労働力調査」） 
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（出典：総務省「労働力調査」） 
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（出典：北海道労働局資料） 
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（出典：北海道労働局「レイバーレター」） 
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（出典：北海道労働局「レイバーレター」） 

本道の雇用情勢について 
～本道の雇用情勢に関する点検評価（令和６年分）～ 
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(単位:円) 

出典：厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」 
北海道労働局「障害者雇用状況の集計結果」 

 

 

  
３ 新規学卒者・障がい者等の雇用状況 
 
(1)新規学卒者の就職状況 

 
高 校 卒 大 学 卒 

H3.3 卒 R4.3 卒 R5.3 卒 R6.3 卒 R7.3 卒 H3.3 卒 R4.3 卒 R5.3 卒 R6.3 卒 R7.3 卒 

北 海 道 98.2％ 98.3％ 98.7％ 98.8％ 98.9％ 92.8％ 92.4％ 92.6％ 93.1％ 94.6％ 

全 国 99.1％ 99.2％ 99.3％ 99.2％ 99.0％ 96.0％ 95.8％ 97.3％ 98.1％ 98.0％ 

 
   
令和７年 3 月卒の新規高等学校卒業者の就職内定率は 98.9％と、前年に比べ 0.1 ポイント上昇し、新規大学

卒業者の就職率は 94.6％と、前年に比べ 1.5 ポイント上昇したものの、いずれも全国平均よりも低くなっている。 
 
(2)障がい者雇用の状況 
 実 雇 用 率 法定雇用率達成割合 

北海道 2.64 % (+0.06pt) 49.5％ (▲3.6pt) 

全 国 2.41%  (+0.08pt) 46.0％ (▲4.1pt) 

障害者雇用促進法に基づく、民間企業における障がい者実雇用率は
2.64％と、前年に比べ 0.06 ポイント上昇しており、法定の実雇用率
(2.5％)を達成している企業割合は 49.5％と、前年に比べ 3.6 ポイント
低下したものの、いずれも全国平均よりも高くなっている。 

 
 
(3)季節労働者の状況 

 R2 R3 R4 R5 R6 

季節労働者数 41,696 人 38,396 人 35,936 人 32,837 人 30,355 人 

65 歳以上割合 35.1％ 36.4％ 37.5％ 38.8％ 39.9％ 

季節労働者数は年々減少し、令和
６年は約 3.0 万人となった。また、年
齢別の割合は、65 歳以上が増加傾
向で、令和６年は 39.9％となった。 

 

４ 就業環境の状況 
 
(1)正規・非正規雇用の状況 

 R2 R3 R4 R5 R6 

非正規雇用労働者数 87 万人 85 万人 85 万人 86 万人 86 万人 

非正規雇用割合 39.5％ 39.0％ 38.8％ 38.6％ 38.2％ 

非正規雇用労働者数は 86 万人と、前年同
数となり、非正規雇用割合は 38.2％と、前年
に比べ 0.4 ポイント低下した。 

 
 
(2)労働時間の状況 

 R2 R3 R4 R5 R6 

月間総実労働時間 

     (時間) 

北海道 135.8 138.5 137.6 137.9 138.3 

全 国 135.1 136.1 136.1 136.3 136.9 

 月間総実労働時間は 138.3 時間と、前
年に比べ 0.4 時間増加し、全国平均よりも
長くなっている。 
 

 
(3)働きやすい就業環境の整備状況  

 R2 R3 R4 R5 R6 

年 次 有 給 休 暇 

取得率(％) 

北海道 56.1 59.5 59.6 61.9 64.1 

全 国 56.3 56.6 58.3 62.1 65.3 

女性の育児休業 

取得率(％) 

北海道 91.6 88.2 83.0 83.5 80.9 

全 国 81.6 85.1 80.2 84.1 86.6 

男性の育児休業 

取得率(％) 

北海道 5.9 10.2 19.2 29.4 33.0 

全 国 12.7 14.0 17.1 30.1 40.5 

 年次有給休暇取得率は 64.1％と、前年
に比べ 2.2 ポイント上昇したものの、２年連
続全国平均を下回った。 

育児休業取得率は、女性は 80.9％と、
前年に比べ 2.6 ポイント低下し、男性は
33.0％と、前年に比べ 3.6 ポイント上昇して
おり、いずれも全国平均を下回っている。 
 
 

 
(4)賃金の状況 

 月間現金給与総額は 305,697 円と、前年に比べ 
 R2 R3 R4 R5 R6 

道内計 287,302 292,281 293,066 296,578 305,697 

男 366,280 373,133 373,957 376,742 384,929 

女 203,166 204,486 207,272 212,423 224,920 

9,119 円の増加となり、男性は 384,929 円で前年に
比べ 8,187 円の増加、女性は 224,920 円で前年に
比べ 12,497 円の増加となり、男女ともに現金給与総
額は前年に比べ増加した。 

（出典：北海道「就業環境実態調査」、厚生労働省「就労条件総合調査」「雇用均等基本調査」） 
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（出典：北海道労働局資料） 

（出典：総務省「労働力調査」） 
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出典：北海道労働局「新規高等学校卒業者の職業紹介状況」、厚生労働省「高校・中学新卒者のハローワーク求人に係る求人・求職・就職内定状況」取りまとめ 

北海道労働局「新規大学卒業者の就職状況」、厚生労働省「大学卒業者の就職状況」 

図表-10 

（出典：北海道「毎月勤労統計調査 地方調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」） 

（出典：北海道「毎月勤労統計調査 地方調査」） 

障害者雇用促進法の改正により、令和 6 年 4 月 1 日から民間企業の法定雇用率は 2.3％→2.5％、対

象企業は 43.5 人以上→40.0 人以上となっている。 


